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分限処分実施要綱について（通達）

標記について、別紙のとおり定められたので、通達する。

なお、分限処分実施要綱について（防人１第２１２３号。１７．３．２３）は、

廃止する。

添付書類：別紙



別紙

分限処分実施要綱

（趣旨）

第１ この要綱は、隊員（人事評価に関する訓令（平成２８年防衛省訓令第５６

号。以下「人事評価訓令」という。）第１条に規定する自衛官及び事務官等をい

う。以下同じ。）に対する分限処分の実施の基準及び手続に関し必要な事項を定

めるものとする。

（定義）

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。

⑴ 実施権者 人事評価訓令第２条第１項に規定する実施権者（同条第３項ただ

し書の規定により、別に定める者を含む。）をいう。

⑵ 能力評価 人事評価訓令第５条第３項の規定による定期評価における能力評

価をいう。

⑶ 業績評価 人事評価訓令第５条第４項の規定による定期評価における業績評

価をいう。

⑷ 全体評語 人事評価訓令第９条第３項（人事評価訓令第１４条において準用

する場合を含む。）に規定する確認が行われた人事評価訓令第６条第１項に規

定する全体評語をいう。

⑸ 改善措置 要改善措置者を更正させるために任免権者（隊員の任免等の人事

管理の一般的基準に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓令第６６号）第２条第２

項に規定する任免権者をいう。以下同じ。）が行う措置をいう。

⑹ 要改善措置者 第４の規定により、改善措置を講ずることが必要であると認

定された隊員をいう。

⑺ 判定会議 要改善措置者の要改善措置者認定解除、降任又は免職（以下「分

限処分等」という。）について、任免権者が諮問する会議をいう。

（実施権者の責務）

第３ 実施権者は、人事評価の結果、勤務の状況等により、勤務実績が不良である

隊員を把握するとともに当該隊員を更正させるための指導（以下この項及び次項

において「更正指導」という。）に努めなければならない。この場合において、

実施権者は、当該隊員を監督する者の中から更正指導を行う者（次項において「

更正指導者」という。）を指名して当該更正指導を行わせることができる。

２ 実施権者は、指導記録（更正指導その他更正指導に関して必要と認められる事

項の記録をいう。以下同じ。）を作成し、又は更正指導者に作成させ、更正指導

が終了した日から起算して５年を経過するまでの間、これを保管するものとす

る。

３ 指導記録は、隊員に対する分限処分の実施に関し必要な場合以外には使用して

はならない。



４ 指導記録は、公開しない。

（要改善措置者の認定）

第４ 任免権者である実施権者は、次に掲げる隊員に該当する者を要改善措置者と

して認定するものとする。ただし、改善措置を講じないことが相当と認める場合

には、この限りでない。

⑴ 直近の能力評価又は業績評価の全体評語が最下位の段階となった隊員

⑵ 直近の連続した２回の能力評価又は業績評価の全体評語が下位（最下位を除

く。第８第２項本文を除き、以下同じ。）の段階となった隊員

⑶ 直近の人事評価において能力評価及び業績評価が行われた場合において、直

近の能力評価及び直近の業績評価の前の業績評価の全体評語が下位の段階とな

った隊員

⑷ 直近の人事評価において業績評価のみが行われた場合において、直近の能力

評価及び業績評価の全体評語が下位の段階となった隊員

２ 任免権者以外の実施権者は、前項各号に掲げる隊員の要改善措置者の認定につ

いて、当該隊員の指導記録その他勤務成績が不良と認められる資料を添え、任免

権者に別記様式第１により上申するものとする。

３ 前項の上申を受けた任免権者は、改善措置を講じないことが相当と認める場合

以外の場合には、当該隊員を要改善措置者として認定するものとする。

４ 第１項及び前項の規定にかかわらず、直近の能力評価又は業績評価の全体評語

が下位の段階となった隊員等、必要があると認める隊員にあっては、任免権者（

当該隊員の任免権者以外の実施権者から、当該隊員の指導記録その他勤務成績が

不良と認められる資料を添え、別記様式第１により上申を受けた任免権者を含

む。）は、要改善措置者に認定することができる。

（要改善措置者認定通知書の交付）

第５ 任免権者は、隊員を要改善措置者とした場合には、別記様式第２により要改

善措置者認定通知書を当該隊員に交付するものとする。

（改善措置の実施）

第６ 任免権者は、要改善措置者に対して、当該要改善措置者の実施権者（実施権

者が当該要改善措置者の任免権者である場合を除く。）又は当該要改善措置者の

職務上の監督者の中から指定した者を通じ、改善措置を実施するものとし、当該

要改善措置者として認定されることとなった能力評価又は業績評価の評価期間の

末日の翌日から起算して６月を経過する日までに終了するものとする。ただし、

要改善措置者が改善措置開始後に心身の故障等により、治療又は療養に専念させ

る等の人事管理上配慮が必要となった場合には、任免権者は、当該改善措置の期

間を延長することができる。

２ 任免権者は、前項ただし書の規定により、改善措置の期間を延長され、当該延

長された改善措置が終了した日を含む評価期間に係る能力評価又は業績評価が、

分限処分の対象となる評価結果となった要改善措置者であって、当該延長された

改善措置が終了した日を含む評価期間以外の評価期間における能力評価又は業績

評価の全体評語が中位以上の段階となった者について、分限処分を行うべき特段



の事情のない限り、第８の規定にかかわらず、改善措置を再度実施するものとす

る。

３ 任免権者は、前２項の改善措置を実施するに当たり、要改善措置者の行動事実

等に係る記録を作成し、これを保管するものとする。

（要改善措置者認定の解除）

第７ 任免権者は、第６の規定による改善措置が終了し、次の各号に掲げる場合に

は、当該各号に定める隊員について、要改善措置者認定を解除するものとする。

⑴ 改善措置が終了した日を含む評価期間に係る人事評価において能力評価及び

業績評価が行われる場合 能力評価及び業績評価の全体評語が中位以上の段階

となった隊員

⑵ 改善措置が終了した日を含む評価期間に係る人事評価において業績評価のみ

が行われる場合 業績評価の全体評語が中位以上の段階となった隊員

２ 任免権者は、前項の規定により隊員の要改善措置者認定を解除した場合には、

別記様式第３により要改善措置者認定解除通知書を当該隊員に交付するものとす

る。

（分限処分等の実施）

第８ 任免権者は、第６の規定による改善措置が終了し、次の各号に掲げる場合に

は、当該各号に定める隊員について、判定会議に諮問した上で、分限処分等を行

うものとする。

⑴ 改善措置が終了した日を含む評価期間に係る人事評価において能力評価及び

業績評価が行われる場合 能力評価の全体評語が下位又は最下位の段階となっ

た隊員（業績評価の全体評語が中位以上の段階となった隊員を除く。）

⑵ 改善措置が終了した日を含む評価期間に係る人事評価において業績評価のみ

が行われる場合 業績評価の全体標語が下位又は最下位の段階となり、かつ、

直近の能力評価の全体標語が下位又は最下位の段階であった隊員

２ 任免権者は、前項の規定により行う隊員に対する分限処分等のうち、免職の処

分については、自衛官にあっては現に任命されている階級より下位の階級の職務

、自衛官以外の隊員にあっては現に任命されている官職より下位の職制上の段階

に属する官職の職務を遂行することが期待できないことのほか、次の各号のいず

れかに該当する場合に行うものとする。

⑴ 前項第１号に規定する隊員のうち、能力評価の全体評語が最下位となり、か

つ、改善措置が終了した日を含む評価期間に係る業績評価の前の業績評価の全

体評語が最下位の段階であること。

⑵ 前項第２号に規定する隊員のうち、業績評価の全体評語が最下位の段階とな

り、かつ、直近の能力評価の全体評語が最下位の段階であること。

３ 任免権者は、第１項の規定にかかわらず、要改善措置者が次の各号のいずれか

に該当するときは、改善措置を再度行うものとする。ただし、再度行った改善措

置が終了した日を含む評価期間に係る能力評価又は業績評価の全体評語が下位又

は最下位の段階となったときは、第１項に定めるところにより、判定会議に諮問

した上で、分限処分等を行うものとする。



⑴ 第１項第１号の規定に該当する隊員であって、改善措置が終了した日を含む

評価期間に係る業績評価の全体評語が中位以上の段階となった者（分限処分等

を行うべき特段の事情がある場合を除く。）

⑵ 第１項第１号又は第２号に規定する隊員であって、改善措置が終了した日を

含む評価期間の後半に勤務成績の著しい改善がみられる等、次の人事評価にお

ける勤務成績の改善が強く期待される特段の事情がある者

４ 任免権者は、第１項又は前項の規定により判定会議に諮問した被判定隊員（判

定を受ける要改善措置者をいう。以下同じ。）について、要改善措置者の認定解

除を行う場合には、別記様式第３により要改善措置者認定解除通知書を当該被判

定隊員に交付するものとする。

５ 任免権者は、分限処分等を行う場合には、判定会議の議決を尊重しなければな

らない。

（判定会議の構成及び責務）

第９ 判定会議は、次に掲げる要件を満たし、任免権者が指名する公正な判定がで

きると認められる隊員（任免権者を除く。以下「判定委員」という。）３人以上

で構成するものとする。

⑴ 被判定隊員と職務上の監督関係を有したことがないこと

⑵ 被判定隊員の三親等内の親族でないこと

⑶ 被判定隊員と利害関係がないこと

２ 判定会議の議長（以下単に「議長」という。）は、判定委員の互選により選任

するものとする。

３ 判定委員は、客観的、かつ、公正な判定に努めなければならない。

（調査、弁明の機会の付与、議決方法等）

第１０ 判定委員は、判定会議の前にあらかじめ、被判定隊員について勤務成績が

不良であると認められる事実を調査するものとする。

２ 判定会議は、被判定隊員に対し、判定内容その他必要な事項を通知した上で弁

明の機会を付与するものとする。ただし、判定会議は、当該被判定隊員から別記

様式第４による弁明辞退届の提出を受けた場合又は当該被判定隊員が正当な理由

なく判定会議において弁明をしない場合には、当該被判定隊員に対して改めて弁

明の機会を付与することなく議決できるものとする。

３ 判定会議の議決は、議長を除く判定委員の過半数で決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。

（任免権者に対する通知）

第１１ 議長は、議決その他必要な事項を任免権者に対し、書面にて通知するもの

とする。

（留保の議決）

第１２ 判定会議は、被判定隊員の勤務成績が改善する蓋然性が高いと認められる

場合にあっては、議長を除く判定委員の過半数により分限処分等の議決を留保す

る議決をすることができるものとする。ただし、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。



２ 任免権者は、前項の議決の日から起算して９０日を経過した後、速やかに再度

判定会議に諮問するものとする。この場合において、当該判定会議は、再度留保

する議決をすることはできないものとする。

３ 第８から第１１までの規定は、前項の判定会議に係る手続等について準用す

る。この場合において、第１０第１項中「勤務成績が不良であると認められる事

実」とあるのは、「勤務成績の改善状況」と読み替えるものとする。

（適格性の欠如により降任又は免職の処分を行う場合等）

第１３ 任免権者は、隊員が次の各号のいずれかに該当する場合は、第４から第７

までの規定にかかわらず、判定会議に諮問した上で、降任若しくは免職の処分を

行い、又はこれらの処分を行わないものとする。この場合において、任免権者は

、判定会議の議決を尊重しなければならない。

⑴ 心身の故障による３年の休職期間が満了した隊員又は心身の故障による３年

未満の休職を繰り返しこれらの休職の期間が満了するとともに通算して３年に

達することとなる隊員が、任免権者の指定する医師２人の診断を受けるよう命

ぜられたにもかかわらず、正当な理由なく受診しない場合

⑵ 隊員が本人の意思によらず水難、火災その他の災害又は自衛隊法第６章に規

定する行動以外により所在不明となったことが明白であり、所在不明となった

日から１月を経過してもなお所在が不明の場合

⑶ 非行、職務上の義務違反その他の行為により隊員としての適格性を欠くもの

と認められる場合

２ 第９から第１２までの規定は、前項に規定する隊員の降任又は免職の処分の手

続について準用する。この場合において、第１０第２項中「、被判定隊員」とあ

るのは、「、被判定隊員（被判定隊員が所在不明のときは、当該被判定隊員の家

族をいう。以下この項において同じ。）」と読み替えるものとする。

３ 任免権者は、第１項の規定により判定会議に諮問した隊員について、降任又は

免職の処分を行わないとした場合には、別記様式第５により不処分通知書を当該

被判定隊員（被判定隊員が所在不明のときは、当該被判定隊員の家族）に交付す

るものとする。

（報告）

第１４ 任免権者は、四半期ごとに、次に掲げる事項を記載した分限処分実施報告

書を、当該四半期の翌月の末日までに、防衛大臣（人事教育局長気付）に提出す

るものとする。

⑴ 要改善措置者に認定した隊員数

⑵ 要改善措置者の認定を解除した隊員数

⑶ 降任又は免職処分した年月日及び該当規定並びに処分された隊員の所属、官

職、階級（職務の級）及び氏名

⑷ 留保の議決をされた隊員数

⑸ 留保の議決をされた隊員のうち処分された隊員数

（経過措置）

第１５ 任免権者が直近の能力評価又は業績評価（評価期間の末日が令和２年９月



３０日であるものに限る。）の全体評語をもって行う要改善措置者の認定又は分

限処分等については、なお従前の例による。

２ 任免権者が直近の業績評価（評価期間の末日が令和３年３月３１日であるもの

に限る。）の全体評語をもって行う分限処分等については、なお従前の例によ

る。

（委任規定）

第１６ この通達の実施に関し必要な事項は、各機関等の長（防衛省本省の内部部

局にあっては大臣官房長、防衛省本省の施設等機関にあっては当該施設等機関の

長、統合幕僚監部並びに統合幕僚学校及び自衛隊指揮通信システム隊にあっては

統合幕僚長、陸上幕僚監部並びに陸上自衛隊の部隊及び機関（自衛隊情報保全隊

、自衛隊体育学校、自衛隊中央病院、陸上幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病院

及び自衛隊地方協力本部を含む。）にあっては陸上幕僚長、海上幕僚監部並びに

海上自衛隊の部隊及び機関（海上幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病院を含む。

）にあっては海上幕僚長、航空幕僚監部並びに航空自衛隊の部隊及び機関（航空

幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病院を含む。）にあっては航空幕僚長、情報本

部にあっては情報本部長、防衛監察本部にあっては防衛監察監及び地方防衛局に

あっては地方防衛局長並びに防衛装備庁にあっては防衛装備庁長官をいう。）が

定める。



○要改善措置者認定の上申書

（別記様式第１）

発 簡 番 号

発簡年月日

任免権者 殿

実施権者

要改善措置者の認定について（上申）

標記について、下記の者につき、分限処分実施要綱（○．○．○）第４

第２項
の規定に基づき、必要書類を添えて上申します。

第４項

記

所属 職（官職） 階級（職務の級） 氏名

添付書類：１ 指導記録

２ 勤務成績が不良と認められる資料



○要改善措置者認定通知書

（別記様式第２）

発簡年月日

殿

官職、氏名

要改善措置者認定通知書

１ 被通知者 所属 職（官職） 階級（職務の級） 氏名

２ 内 容 分限処分実施要綱（○．○．○）第５の規定に基づき、要

改善措置者に認定することを通知する。

３ 理 由

４ 改善措置 期間 改善措置内容

５ 備 考



○要改善措置者認定解除通知書

（別記様式第３）

発簡年月日

殿

官職、氏名

要改善措置者認定解除通知書

１ 被通知者 所属 職（官職） 階級（職務の級） 氏名

２ 内 容 分限処分実施要綱（○．○．○）第７の規定に基づき、要

改善措置者の認定を解除することを通知する。

３ 備 考



○弁明辞退届

（別記様式第４）

年月日

任免権者 殿

被判定隊員所属 職（官職） 階級（職務の級） 氏名 印

弁明辞退届

私（被判定隊員の所属、職（官職）、階級（職務の級）及び氏名）は、分

限処分実施要綱（○．○．○）第１０第２項の規定に基づき、判定会議にお

ける弁明を辞退します。



○不処分通知書

（別記様式第５）

発簡年月日

殿

官職、氏名

不処分通知書

１ 被通知者 所属 職（官職） 階級（職務の級） 氏名

２ 内 容 分限処分実施要綱（○．○．○）第１３第３項の規定に基

づき、処分を行わないことを通知する。

３ 備 考


